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１．統一的な基準による財務書類の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
（１）はじめに
平成27年1月に総務省より公表された「統一的な基準による地方公会計の整備促進について（総務大臣通知）」により、すべての地方公共団体において「統一的な基準」による財務書類等を作成するよう要請されました。
「統一的な基準」とは、「現金主義・単式簿記」を特徴とする従来の地方公共団体の会計制度に対して、企業会計手法である「発生主義・複式簿記」を導入するとともに、固定資産台帳の整備を行い、地方公共団体が所有する資産及び負債といったストック状況のほか、減価償却費や引当金などのコスト情報を把握し、より実態に即した財政状況とするものです。
これを受け板柳町では、平成28年度決算から統一的な基準による財務書類等を作成することとしました。

（２）財務書類等とは
財務書類等は、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の財務書類４表に、「注記」、「附属明細書」で構成されており、各表の概要につきましては、「２．財務書類４表の内容」に記載しております。

（３）財務書類等作成方法
　総務省より示されている「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基
づき作成しております。

（４）対象年度及び基準日
対象年度は令和４年度とし、令和5年3月31日を基準日としております。な
お、出納整理期間（令和5年4月1日から5月31日まで）の出納については、基
準日までに終了したものとして整理しております。

（５）財務書類４表の相互関係
　　財務書類４表はそれぞれが連動しており、相互関係を示すと下図のとおりとなります。
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①貸借対照表の資産のうち、「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳計外現金残高を加えたものと対応します。
②貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の「本年度末残高」と対応します。
③行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

（６）財務書類の対象範囲
「一般会計等財務書類」、「全体財務書類」、「連結財務書類」の対象となる会計及び連結団体は下図のとおりです。
連結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・津軽広域水道企業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・青森県市町村総合事務組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・津軽広域連合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・西北五広域福祉事務組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・弘前地区環境整備事務組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・青森県市町村職員退職手当組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・青森県交通災害共済組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・青森県後期高齢者医療広域連合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・弘前地区消防事務組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・一般財団法人板柳町産業振興公社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　りんごワーク研究所



全体





・国民健康保険事業特別会計
・介護保険特別会計
・後期高齢者医療特別会計
・農業集落排水事業特別会計
・国民健康保険板柳中央病院事業会計
・水道事業会計
・公共下水道事業会計

一般会計等



・一般会計













２．財務書類４表の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）貸借対照表
貸借対照表とは、年度末時点において行政サービスを提供するための資産をどれだけ保有しているか、また、その見返りとして将来世代の負担となる地方債等の債務がどのくらいあるかを示した財務書類です。資産の部、負債の部及び純資産の部で構成され、資産の部には、これまでに形成された道路、建物、土地などの資産等が、負債の部には、これから支払わなければならない債務が、純資産の部には、これまで負担してきたものが計上されています。
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貸借対照表を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、資産合計では、一般会計等が17,040百万円、全体会計が33,035百万円、連結会計が35,112 百万円となりました。特に、有形固定資産（事業用＋インフラ＋物品）をみると、全体会計が24,607百万円で一般会計等の11,318百万円と比べて13,289百万円大きくなっています。これは、農業集落排水事業特別会計（3,739百万円）、板柳中央病院事業会計（1,379百万円）、水道事業会計（2,060百万円）、公共下水道事業会計（6,111百万円）等で有形固定資産を有しているためです。
負債合計では、一般会計等が7,243百万円、全体会計が17,424百万円、連結会計が18,269百万円となりました。特に、地方債合計（地方債及び1年以内償還予定地方債）をみると、全体会計が12,620百万円で一般会計等の6,210百万円と比べて6,410百万円大きくなっています。これは、農業集落排水事業特別会計（1,697百万円）、中央病院事業会計（922百万円）、水道事業会計（412百万円）、公共下水道事業会計（3,379百万円）で地方債を有しているためです。


（２）貸借対照表の用語解説
	用語
	解説

	事業用資産
	インフラ資産及び物品以外の有形固定資産（学校や庁舎など）

	インフラ資産
	町民の社会生活の基盤となる資産（道路や橋りょうなど）

	物品
	板柳町財務規則第二百八十七条に定める「重要物品」に該当する物品（車両や機器など）

	無形固定資産
	物理的な実態を有していない資産（ソフトウェアなど）

	投資及び出資金
	有価証券、出資金

	長期延滞債権
	当年度以前に未回収となっている債権のうち、当年度においても未回収である債権

	長期貸付金
	貸付金のうち、流動資産に区分されるもの以外

	基金（固定資産分）
	流動資産に区分される基金以外

	徴収不能引当金（固定
資産分）
	長期延滞債権及び長期貸付金に係る、過去の徴収不能実績率など合理的な基準に基づいて算定した徴収不能見込額

	現金預金
	歳計現金、歳計外現金

	未収金
	当年度において未回収である債権のうち、１年以内に発生したもの

	基金（流動資産分）
	財政調整基金及び翌々年度以降に取り崩す計画が定められていない減債基金

	徴収不能引当金（流動
資産分）
	未収金に係る、過去の徴収不能実績率など合理的な基準に基づいて算定した徴収不能見込額

	地方債（固定負債分）
	地方債残高のうち、翌々年度以降の支払予定額

	退職手当引当金
	基準日において全職員が自己都合により退職した場合の退職手当支給見込額

	１年以内償還予定地方
債
	地方債残高のうち、翌年度の支払予定額

	賞与等引当金

	基準日までの期間に対応する期末手当、勤勉手当及び法定福利費相当額

	預り金
	基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負債

	固定資産等形成分
	資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭以外の形態（固定資産等）で保有されるもの。

	余剰分（不足分）
	地方公共団体の費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有されるもの。


（３）行政コスト計算書
行政コスト計算書とは、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち、福祉や教育、道路の除排雪など、行政が提供する資産形成以外の経常的なサービスに係る経費を「経常経費」として、また、その行政サービスに対する使用料や手数料などの受益者負担額を「経常収益」として示した財務書類です。
行政コスト計算書を見ることで、人件費や社会保障給付費などの経常的なコストの水準と、そのコストについて、受益者負担により、どの程度賄われているのかを見ることができます。また、建物や道路などの固定資産が１年間使用されたことによる価値の目減り分にあたる減価償却費や、退職手当引当金の当年度発生額など、当年度に現金支出が伴わないものもコストとして把握し、行政コスト計算書に計上しています。
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行政コスト計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、経常費用では、一般会計等が6,545百万円、全体会計が11,027百万円、連結会計が13,271百万円となりました。特に、移転費用をみると、全体会計では、国民健康保険事業特別会計（1,628百万円）、後期高齢者医療特別会計（171百万円）、介護保険特別会計（1,645百万円）等で補助金等の支出があるため、一般会計等に比べて2,466百万円大きくなっています。
経常収益では、一般会計等が231百万円、全体会計が1,366百万円、連結会計が1,746百万円となっています。全体会計が一般会計と比べて大きくなっているのは、中央病院事業会計（735百万円）、水道事業会計（273百万円）、公共下水道事業会計（84百万円）等で収益が計上されているため、一般会計等に比べて1,135百万円大きくなっています。

（４）行政コスト計算書の用語解説
	用語
	解説

	人件費
	職員給与費や賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額など

	物件費等
	消耗品費、各種委託料、減価償却費など

	その他の業務費用
	地方債等に係る支払利息、徴収不能引当金繰入額など

	補助金等
	各種団体や個人等に対する負担金、補助金など

	社会保障給付
	児童手当や医療給付費等の扶助費など

	他会計への繰出金
	特別会計や公営企業会計への繰出金

	使用料及び手数料
	行政サービスの対価として徴収する使用料及び手数料

	臨時損失
	災害復旧事業費や資産除売却損、投資損失引当金繰入額など

	臨時利益
	資産売却益など





（５）純資産変動計算書
純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産合計が１年間でどのように増減したかを示した財務書類です。
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純資産変動計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、財源では、一般会計等が6,615百万円、全体会計が10,218百万円、連結会計が12,028百万円となりました。全体会計が一般会計等と比べて大きくなっているのは、国民健康保険事業特別会計及び後期高齢者医療特別会計並びに介護保険特別会計等で保険税・保険料等が計上されているためです。
本年度末純資産残高は、一般会計等が前年度比1,934百万円増の9,797百万円、全体会計が前年度比2,191百万円増の15,611百万円、連結会計が前年度比2,090百万円増の16,843百万円となりました。

（６）純資産変動計算書の用語解説
	用語
	解説

	前年度末純資産残高
	前年度末の純資産の額

	純行政コスト
	行政コスト計算書の「純行政コスト」を符号反転した数値と一致

	税収等
	地方税、地方交付税、地方譲与税など

	国庫補助金等
	国庫支出金、県支出金など

	資産評価差額
	有価証券などの評価差額

	本年度末純資産残高
	貸借対照表の「純資産合計」と一致






（７）資金収支計算書
資金収支計算書とは、１年間の歳計現金の流れを示すものであり、その収支を性質に応じて、「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の３つに区分して表示することで、どのような行政活動に資金が必要とされているかを示した財務書類です。
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資金収支計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、本年度資金収支額では、一般会計等が95百万円、全体会計が36百万円、連結会計が24百万円となり、本年度末現金預金残高では、一般会計等が564百万円、全体会計が2,228百万円、連結会計が2,641百万円となりました。

（８）資金収支計算書の用語解説
	用語
	解説

	業務支出
	人件費、物件費等、支払利息、補助金等、社会保障給付、他会計への繰出金などに係る支出

	業務収入
	税収等、使用料及び手数料、業務支出の財源となる国県等補助金などに係る収入

	投資活動支出
	公共施設等整備費、基金積立金、投資及び出資金、貸付金などに係る支出





	用語
	解説

	投資活動収入
	基金取崩収入、貸付金元金回収収入、資産売却収入、投資活動支出の財源となる国県等補助金などに係る収入

	財務活動支出
	地方債の元金償還などに係る支出

	財務活動収入
	地方債の発行収入などに係る収入

	歳計現金
	地方公共団体の歳入歳出に属する現金

	歳計外現金

	源泉徴収所得税や住宅敷金など、一時的に所有するが、最終的所有には属しない現金
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一般会計等全体会計連結会計

  経常費用　A6,54511,02713,271

    業務費用2,7044,7205,670

      人件費8661,6062,017

      物件費等1,7582,7693,254

      その他の業務費用80345399

    移転費用3,8416,3077,601

      補助金等1,4144,8984,151

      社会保障給付1,1491,1503,189

      他会計への繰出金1,277--

      その他1260261

  経常収益　B2311,3661,746

    使用料及び手数料1081,2071,332

    その他123159414

純経常行政コスト　C=A-B6,3149,66111,525

  臨時損失　D137137142

  臨時利益　E222

純行政コスト　F=C+D-E6,4499,79611,665

※表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

（単位：百万円）
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一般会計等全体会計連結会計

前年度末純資産残高　A7,86313,42014,753

  純行政コスト（△）▲ 6,449▲ 9,796▲ 11,665

  財源6,61510,21812,028

    税収等4,7236,3217,176

    国県等補助金1,8923,8974,852

  本年度差額166422363

  資産評価差額000

  無償所管換等1,7681,7691,769

  その他---

  本年度純資産変動額　B1,9342,1912,090

本年度末純資産残高　C=A+B9,79715,61116,843

※表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

（単位：百万円）
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一般会計等全体会計連結会計

業務活動収支　A7851,2961,385

  業務支出5,9299,83111,920

  業務収入6,74011,15213,330

  臨時支出252626

  臨時収入-01

投資活動収支　B▲ 388▲ 885▲ 934

  投資活動支出9931,9522,104

  投資活動収入6051,0661,170

財務活動収支　C▲ 303▲ 375▲ 427

  財務活動支出5821,1301,194

  財務活動収入279756767

本年度資金収支額　D=A+B+C953624

前年度末資金残高　E4542,1782,616

比例連結割合変更に伴う差額　F--▲ 14

本年度末資金残高　G=D+E+F5492,2132,627

前年度末歳計外現金残高　H141414

本年度歳計外現金増減額　I000

本年度末歳計外現金残高　J=H+I141415

本年度末現金預金残高　K=G+J5642,2282,641

※表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

（単位：百万円）
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image3.emf
一般会計等

全体連結

一般会計等

全体連結

  固定資産14,06027,27728,743  固定負債6,62115,88516,434

      事業用資産8,1579,3489,847    地方債等5,65011,49511,805

      インフラ資産2,82014,45114,897    長期未払金---

      物品3418081,090    退職手当引当金9539531,209

    無形固定資産1361482    損失補償等引当金1818-

      投資及び出資金1,941185120    その他(固定負債）-3,4193,420

      投資損失引当金▲ 1,038--  流動負債6221,5391,835

      長期延滞債権38124124

    １年内償還予定地方債等

5601,1251,189

      長期貸付金313131    未払金-307323

      基金1,7741,9852,167    未払費用--4

    その他--11    前受金---

      徴収不能引当金▲ 6▲ 16▲ 16    前受収益---

  流動資産2,9805,7596,370    賞与等引当金4790107

    現金預金5642,2282,641    預り金141618

    未収金12260271    その他（流動負債）--194

    短期貸付金555負債合計7,24317,42418,269

    基金2,4013,2663,377

    棚卸資産-671  固定資産等形成分16,46630,54732,125

    その他--11  余剰分（不足分）▲ 6,669▲ 14,936▲ 15,282

    徴収不能引当金▲ 2▲ 6▲ 6純資産合計9,79715,61116,843

資産合計17,04033,03535,112負債及び純資産合計17,04033,03535,112

※表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

【負債の部】

【純資産の部】

（単位：百万円）

【資産の部】


